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平成２１年度実施方針 
 

新エネルギー技術開発部 
 
１．件名：エネルギーイノベーションプログラム 
     （大項目）セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業 
 
 
２．根拠法 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第１号ロ 

 

 

３．背景及び目的・目標 

本プロジェクトは、資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するため、革新

的なエネルギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用

社会の構築に取り組んでいくことを目的として経済産業省がとりまとめた「エネルギーイノベ

ーションプログラム」の一環として実施する。 

バイオ燃料は、カーボンニュートラルとして扱われているため、地球温暖化対策の一手段と

して重要である。一方、供給安定性の確保、食料との競合や森林破壊等の生態系を含めた問題、

化石燃料との価格競争性・価格安定性といった経済面での課題、ＬＣＡ（ライフサイクルアセ

スメント）上の温室効果ガス削減効果・エネルギー収支等の定量化等の課題を今後克服してい

くことが重要である。 

このような背景から、２００８年３月に経済産業省は農林水産省と連携し、産業界及び大学・

公的研究機関の協力を得た上で、２０１５年に向けた具体的な目標、技術開発、ロードマップ

等を内容とする「バイオ燃料技術革新計画」を策定した。 

本プロジェクトは、「バイオ燃料技術革新計画」における技術革新ケース（２０１５～       

２０２０年においてバイオエタノール製造コスト４０円／Ｌ、年産１０～２０万ｋＬ規模、  

ＣＯ２削減率５割以上（対ガソリン）、化石エネルギー収支＊１２以上）の実現に向けて、食料

と競合しない草本系又は木質系バイオマス原料からのバイオエタノール生産について、大規模

安定供給が可能なセルロース系目的生産バイオマス＊２の栽培からエタノール製造プロセスま

での一貫生産システムを構築し、研究開発を実施することにより環境負荷・経済性等を評価す

ることを目的とする。また、バイオ燃料の持続可能性の検討については、Ｇ８各国を中心に、

各種国際的なフォーラムでの検討が進められている状況である。こうした動向を十分に踏まえ、

我が国におけるバイオ燃料の持続可能な導入のあり方について検討することも目的とする。 

 

＊１ 化石エネルギー収支＝（生産されたエネルギー量：ＭＪ）／（ライフサイクルで投入された化石
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エネルギー量：ＭＪ） 

＊２ 食料と競合せず、大規模安定供給が可能で、バイオエタノール生産に特化した目的で栽培するセ

ルロース系バイオマスを示す。従って、食料に供される作物（イネ、サトウキビ等）や副生的に

発生するバイオマス（稲ワラ、麦ワラ、バガス、間伐材、林地残材等）を除く。 

 

〔委託事業〕 
 研究開発項目①「バイオエタノール一貫生産システムに関する研究開発」 
  中間目標（平成２３年度） 
   セルロース系目的生産バイオマスの植物種選定、栽培地検討、大量栽培技術の開発及び収

集・運搬技術の開発を行いバイオマス生産システムに関する基礎的知見（生産性、栽培環境

及び条件、収集・運搬効率等）を得る。また、技術革新ケースにおける開発ベンチマーク（２

０１５年）※を踏まえた上で、エタノール製造プラントを構築する。 

  最終目標（平成２５年度） 

   セルロース系目的生産バイオマスの栽培からエタノール製造プロセスまでを一貫したバイ

オエタノール生産システムについて、基盤技術を確立する。なお、本事業で確立した基盤技

術の達成度合いは、技術革新ケースにおける開発ベンチマーク（２０１５年）※を参照しつつ

評価する。 
 
  ※「バイオ燃料技術革新計画」の技術革新ケースにおける開発ベンチマーク（２０１５年） 
 開発ベンチマーク（２０１５年） 
原料 乾物収量 草本系：５０ｔ／ｈａ・年、木質系１７ｔ／ｈａ・年 

一貫プロセスとして 
エネルギー使用量６ＭＪ／ｋｇバイオマス以内（バイオマスで自立）、

エタノール収率０．３Ｌ／ｋｇバイオマス以上、エネルギー回収率３

５％以上 
 前処理 酵素糖化効率８０％以上となる前処理 

 酵素糖化 
酵素使用量１ｍｇ／ｇ生成糖以下、酵素コスト４円／Ｌエタノール以

下、糖収量５００ｇ／ｋｇバイオマス以上 
 エタノール発酵 エタノール収率９５％以上 

 濃縮脱水 
エネルギー使用量２．５ＭＪ／Ｌエタノール以下（１０％エタノール

水溶液→無水エタノール分離回収） 

製造 

 廃液処理 エネルギー回収分を除いた処理コスト５円／Ｌエタノール以下 
 
 

研究開発項目②「バイオ燃料の持続可能性に関する研究」 
 中間目標（平成２３年度） 
  バイオ燃料の持続可能性について、国内外の動向を総合的に調査、解析、整理した上で、

基準、評価指標、評価方法等に関して具体的に検討が必要な事項を選定する。また、選定し
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た事項について基準、評価指針、評価方法等を検討する。 
 最終目標（平成２５年度） 

   バイオ燃料の持続可能性について、国内外の動向調査を継続するとともに、基準、評価指

標、評価方法等について、とりまとめる。 
  また、本事業において開発したバイオエタノール一貫生産システムについて、ＬＣＡ評価

（温室効果ガス排出削減効果、エネルギー収支）及び社会・環境影響評価を行う。 

 

 

４．事業内容 
４．１ 平成２１年度（委託）事業内容 
 基本計画に基づき、公募により委託先を決定し、以下の研究開発を実施する。 
 
 研究開発項目①「バイオエタノール一貫生産システムに関する研究開発」 
  多収量草本系植物（エリアンサス、ミスカンサス、ソルガム、ススキ、ネピアグラス、ス

イッチグラス等）及び早生樹（ヤナギ、ポプラ、ユーカリ、アカシア等）のセルロース系目

的生産バイオマスについて、実用化段階において食料生産に適さない土地で栽培することを

前提に、植物種選定、栽培地検討を行い、大量栽培に着手する。また、前処理～糖化～発酵

～濃縮・脱水～廃液処理に至るエタノール製造プロセスの設計を行う。 
 
研究開発項目②「バイオ燃料の持続可能性に関する研究」 
バイオ燃料の持続可能性について、国内外の動向を総合的に調査、解析、整理する。 
具体的には、日本国内において導入が想定される輸送用液体バイオ燃料に関する温室効果

ガス排出量の評価等を行う。 
 
４．２ 平成２１年度事業規模 
 需給勘定  ７８０百万円（新規） 
  （注）事業規模については、変動があり得る。 

 
５．事業の実施方式 
 ５．１ 公募 
 （１）掲載する媒体 
  「ＮＥＤＯ技術開発機構ホームページ」及び「ｅ－Ｒａｄポータルサイト」に掲載する。 
 
 （２）公募開始前の事前周知 
   公募開始の１ヶ月前にＮＥＤＯ技術開発機構ホームページで行う。本事業は、ｅ－Ｒａｄ

対象事業であり、ｅ－Ｒａｄ参加の案内も併せて行う。 
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 （３）公募時期・公募回数 
   研究開発項目①については平成２１年１月、研究開発項目②については平成２１年４月以

降に行う。 
 
 （４）公募期間 
   ３０日以上とする（ただし、研究開発項目②において委託予定額が２０百万円を超えない

場合は１４日以上とする）。 
 
 （５）公募説明会 
   川崎周辺において各１回実施する（ただし、研究開発項目②において委託予定額が２０百

万円を超えない場合は省略する）。 
 
 ５．２ 採択方法 
 （１）審査方法 
   ｅ－Ｒａｄシステムへの応募基本情報の登録は必須とする。 
   委託事業者の選定・審査は、公募要領に合致する応募を対象にＮＥＤＯ技術開発機構が設

置する審査委員会（外部有識者で構成、非公開）で行う。審査委員会において提案書の内容

に係る評価を行い、本事業の目的の達成に有効と認められる委託事業者を選定した後、ＮＥ

ＤＯ技術開発機構はその結果を踏まえて委託事業者を決定する。 
提案者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施する。 
審査委員会は非公開のため、審査経過に関する問合せには応じない。 

 
 （２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 
   ４５日間とする。 
 
 （３）採択結果の通知 
   採択結果については、ＮＥＤＯ技術開発機構から提案者に通知する。なお、不採択の場合

は、その明確な理由を添えて通知する。 
 
 （４）採択結果の公表 
   採択案件については、申請者の名称、研究開発テーマの名称・概要を公表する。 
 
６．その他重要事項 
６．１ 評価の方法 
ＮＥＤＯ技術開発機構は、研究開発に係る技術動向、政策動向や進捗状況等を考慮した上で、

外部有識者による研究開発の自主中間評価を必要に応じて平成２１年度に実施し、自主中間評

価の結果を踏まえプロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。 
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 ６．２ 運営・管理 
ＮＥＤＯ技術開発機構は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外の

研究開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費の確保状況、当該

研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見

直しを弾力的に行うものとする。 
 
 
７．スケジュール 
 研究開発項目①「バイオエタノール一貫生産システムに関する研究開発」 

 平成２１年１月中旬・・・部長会 
       １月下旬・・・運営会議 
       １月下旬・・・公募開始 
       ２月上旬・・・公募説明会 
       ２月下旬・・・公募締切 
       ３月下旬・・・契約・助成審査委員会 
       ４月上旬・・・採択決定 
  
 研究開発項目②「バイオ燃料の持続可能性に関する研究」 
 平成２１年１月中旬・・・部長会 

       １月下旬・・・運営会議 
       ８月上旬・・・公募開始 
       ８月中旬・・・公募説明会 
       ９月上旬・・・公募締切 
       ９月下旬・・・契約・助成審査委員会 
       ９月下旬・・・採択決定 
 
８．実施方針の改定履歴 

（１） 平成２１年１月２２日、制定 
（２） 平成２１年８月３日、研究開発項目②の名称を変更。研究開発項目②の事業内容を追

記。研究開発項目②のスケジュールを変更。研究開発項目①の平成２１年度事業実施

体制図を追記。 
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（別紙１） 
平成２１年度事業実施体制図 
① バイオエタノール一貫生産システムに関する研究開発 
 

早生樹からのメカノケミカルパルピング前処理によるエタノール一貫生

産システムの開発 
研究項目 

王子製紙(株)、(独)産業技術総合研究所、新日鉄エンジニアリング(株) 

王子エンジニアリング（株）、京都大学 再委託 

セルロース系目的生産バイオマスの栽培から低環境負荷前処理技術に基

づくエタノール製造プロセスまでの低コスト一貫生産システムの開発 
研究項目 

ＮＥＤＯ技術開発機構 

バイオエタノール革新技術研究組合、東京大学 

 
 
 
 
 

再委託 
九州大学、長岡科学技術大学、秋田県総合食品研究所、
森林総合研究所、国際農林水産業研究センター、 
農業・食品産業技術総合研究機構、北海道大学 
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